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が
国
の
経
済
情
勢
は
、
雇
用
・
所

得
環
境
に
改
善
が
み
ら
れ
、
緩
や

か
な
回
復
基
調
に
あ
り
ま
す
が
、

個
人
消
費
の
回
復
に
地
域
間
で
の
ば
ら
つ
き
や

生
産
活
動
の
停
滞
が
見
ら
れ
る
な
ど
、
地
方
に

お
け
る
経
済
環
境
は
い
ま
だ
厳
し
い
状
況
に
あ

り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
中
、
国
の
平
成
28
年
度
予
算
は
、

少
子
高
齢
化
の
構
造
的
な
問
題
に
正
面
か
ら
取

り
組
む
こ
と
に
よ
り
、
将
来
へ
の
安
全
を
確
保

し
、
誰
も
が
生
き
が
い
を
持
っ
て
充
実
し
た
生

活
を
送
る
こ
と
が
で
き
る
「
一
億
総
活
躍
社
会
」

の
実
現
に
向
け
た
取
組
み
を
図
る
た
め
、
消
費

や
投
資
の
拡
大
に
結
び
つ
く
経
済
の
好
循
環
の

拡
大
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
等
を
通
じ
た
生
産
性

の
向
上
や
供
給
面
の
取
組
に
よ
り
潜
在
的
な
供

給
力
の
強
化
、
人
口
減
少
と
地
域
経
済
の
縮
小

の
悪
循
環
の
連
鎖
に
歯
止
め
を
か
け
る
、
ま
ち
・

ひ
と
・
し
ご
と
の
創
生
を
目
指
す
と
す
る
一
方

で
、「
経
済
・
財
政
再
生
計
画
」
に
基
づ
く
本
格

的
な
歳
出
改
革
の
取
組
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、

施
策
の
優
先
順
位
を
洗
い
出
し
、
無
駄
を
徹
底

し
て
排
除
し
つ
つ
予
算
の
重
点
化
を
図
る
と
す

る
基
本
的
な
考
え
の
基
に
編
成
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
下
に
お
い
て
、
本
町
に
お

け
る
平
成
28
年
度
予
算
編
成
に
お
い
て
は
、
第

４
期
佐
呂
間
町
総
合
計
画
並
び
に
佐
呂
間
町
地

域
創
生
総
合
戦
略
の
目
指
す
本
町
の
自
主
的
・

主
体
的
な
ま
ち
づ
く
り
を
展
開
し
て
い
く
た

め
、
将
来
を
見
据
え
た
計
画
的
な
予
算
と
な
る

よ
う
コ
ス
ト
意
識
を
持
ち
、
限
ら
れ
た
財
源
の

な
か
で
最
大
の
事
務
事
業
効
果
を
発
揮
で
き
る

よ
う
、
国
や
道
な
ど
の
補
助
制
度
の
積
極
的
な

活
用
と
交
付
税
措
置
が
見
込
ま
れ
る
有
利
な
起

債
に
よ
る
財
源
確
保
に
努
め
、
健
全
な
財
政
運

営
を
進
め
る
一
方
で
、
町
長
の
公
約
を
踏
ま
え

た
独
自
施
策
の
積
極
的
な
展
開
が
で
き
る
予
算

編
成
を
行
い
ま
し
た
。

年
度
の
地
方
交
付
税
総
額
は
、
臨

時
財
政
対
策
債
を
含
め
27
億
４
︐

７
７
８
万
円
（
前
年
度
比
95
・

４
％
）
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
１
億
３
︐

３
３
１
万
円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
が
、
義
務

的
経
費
の
よ
り
一
層
の
抑
制
は
も
と
よ
り
、
補

助
金
や
町
債
等
に
よ
る
財
源
確
保
に
努
め
な
が

ら
、
土
地
改
良
や
町
有
林
整
備
事
業
な
ど
第
一

次
産
業
基
盤
整
備
を
は
じ
め
、
簡
易
水
道
拡
張

や
町
道
改
良
舗
装
事
業
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
確
保

事
業
、
町
民
セ
ン
タ
ー
改
修
工
事
や
若
佐
小
学

校
改
修
工
事
な
ど
の
教
育
関
連
施
設
整
備
に
も

取
り
組
み
ま
し
た
。

　

こ
の
結
果
、
当
初
予
算
で
見
込
ん
で
い
た

財
源
補
て
ん
的
基
金
繰
入
金
は
す
べ
て
減
額

し
、
最
終
的
な
余
剰
金
と
し
て
財
政
調
整
基

金
へ
２
億
６
︐
６
０
０
万
円
の
積
立
て
を
行

い
、
前
年
度
繰
越
明
許
費
を
含
め
た
最
終
予
算

額
を
61
億
１
︐
２
７
４
万
円
（
前
年
度
と
比
較

し
て
１
億
４
︐
３
８
０
万
円
の
増
額
）
と
し

ま
し
た
。
決
算
額
に
つ
い
て
は
歳
入
決
算
額

61
億
１
︐
８
７
０
万
円
、
歳
出
決
算
額
59
億
２
︐

６
９
６
万
円
と
な
り
、
翌
年
度
繰
越
財
源

４
６
４
万
円
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
差
引
残

額
は
１
億
８
︐
７
１
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

町
で
は
、
皆
さ
ん
が
納
め
た
貴
重
な
税
金
が
ど
の
よ
う

に
使
わ
れ
て
い
る
の
か
を
知
っ
て
い
た
だ
く
た
め
に
、
予

算
・
決
算
な
ど
を
基
に
財
政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

　

今
回
は
、
８
月
議
会
で
承
認
さ
れ
た
平
成
28
年
度
決
算

の
概
要
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

特 別 会 計 決 算
会計項目 歳入（収入） 歳出（支出） 差引額

簡易水道　 2億 8,616 万円 2億 7,471 万円 1,145 万円
国民健康保険 9億 6,472 万円 9億 5,192 万円 1,280 万円
公共下水道 2億 1,034 万円 1億 9,934 万円 1,100 万円
介護保険 5億 3,334 万円 5億 1,235 万円 2,099 万円
介護サービス 2億 2,929 万円 2億 2,181 万円 748 万円
後期高齢者医療 8,329 万円 8,283 万円 46 万円

【人件費】
職員給与・議会議員報酬など

【借入金返済費】
大きな事業を行うために借り入

れたお金の返済

【行政活動・施設維持費】
一般行政活動を行う経費や施設

などの整備に使った維持的経費

【建設事業費】
道路、公共施設、産業基盤など

の整備に使った投資的経費

【その他】
一般会計から特別会計に繰り出

したお金、基金の積立など

【団体補助・生活支援費】
団体への負担金や補助金、高齢

者・障がい者への生活支援費

人件費
10 億 3,004 万円
（17.38％）

借入金返済費
6億 1,930 万円
（10.45％）

行政活動 ・施設維持費
13 億 3,662 万円
（22.55％）

建設事業費
12 億 9,999 万円
（21.93％）

その他
6億 213 万円
（10.16％）

団体補助 ・生活支援費
10 億 3,888 万円
（17.53％）

使用料 ・手数料など
2億 2,633 万円
（3.7％）

地方交付税など
28 億 2,774 万円
（46.21％）

町税
7億 7,037 万円
（12.59％）

借入金
7億 1,401 万円
（11.67％）

国 ・ 道補助金など
12 億 408 万円
（19.68％）

その他
3億 7,617 万円
（6.15％）

※町税、使用料・手数料など

※地方交付税、借入金、国・道補助金など
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こ
の
た
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
会
計
の
黒
字

額
と
赤
字
額
を
合
算
し
、
通
常
収
入
さ
れ

る
と
見
込
ま
れ
る
経
常
的
な
一
般
財
源
の

規
模
（
標
準
財
政
規
模
）
と
比
較
し
て
、

ま
ち
全
体
の
資
金
不
足
の
程
度
を
把
握
す

る
た
め
指
標
化
す
る
も
の
で
す
。

★
平
成
28
年
度
決
算
で
は
連
結
実
質
赤
字

　

額
が
な
い
た
め
、
連
結
実
質
赤
字
比
率

　

は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
あ
え
て
比
率
を
算

　

出
す
れ
ば
、黒
字
の
〝
７
・
33
％
〟
で
す
。

　
（
Ｈ
27
：
黒
字
の
７
・
58
％
）

成
28
年
度
決
算
に
基
づ
く
財

政
健
全
化
の
指
標
と
し
て『
実

質
赤
字
比
率
』『
連
結
実
質
赤

字
比
率
』『
実
質
公
債
費
比
率
』『
将
来
負

担
比
率
』
の
４
指
標
及
び
公
営
企
業
会
計

に
係
る
『
資
金
不
足
比
率
』
を
公
表
い
た

し
ま
す
。

成
28
年
度
決
算
に
基
づ
く
健

全
化
判
断
比
率
は
、
算
定
の

結
果
、
い
ず
れ
の
指
標
に
つ

い
て
も
〝
早
期
健
全
化
基
準
〟
を
下
回
る

結
果
と
な
り
ま
し
た
。【
表
１
】

　

指
標
の
う
ち
１
つ
で
も
早
期
健
全
化
基

準
を
超
え
た
場
合
は
、「
財
政
健
全
化
計

画
」
を
策
定
し
、
議
会
の
議
決
を
経
て
、

自
主
的
な
改
善
努
力
に
よ
る
財
政
の
健
全

　

実
質
赤
字
額
が
な
い
た
め
、
実
質
赤
字

　

比
率
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
あ
え
て
比
率

　

を
算
出
す
れ
ば
、
黒
字
の
〝
５
・
45
％
〟

　

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
（
Ｈ
27
：
黒
字
の
４
・
97
％
）

化
を
図
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
将
来
負
担
比
率
を
除
く
３
指
標

の
う
ち
１
つ
で
も
財
政
再
生
基
準
を
超
え

る
指
標
が
あ
れ
ば
「
財
政
再
生
計
画
」
を

策
定
し
、
議
会
の
議
決
を
経
た
後
、
総
務

大
臣
へ
の
協
議
・
同
意
が
必
要
と
な
り
、

確
実
な
再
生
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、

国
の
管
理
の
も
と
で
非
常
に
厳
し
い
行
財

政
運
営
が
強
い
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

ま
ち
の
一
般
会
計
の
赤
字
の
程
度
を
指

標
化
し
、
財
政
運
営
の
深
刻
度
を
示
す
の

が
「
実
質
赤
字
比
率
」
で
す
。

　　

み
な
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た

「
町
税
」
や
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
「
地
方

交
付
税
」
な
ど
を
主
な
財
源
（
一
般
財
源
）

と
し
て
、
福
祉
や
教
育
、
ま
ち
づ
く
り
な

ど
、
そ
の
ま
ち
の
中
心
的
な
行
政
サ
ー
ビ

ス
を
行
う
「
一
般
会
計
」
の
実
質
的
な
赤

字
を
指
標
化
す
る
も
の
で
す
。

★
平
成
28
年
度
決
算
で
は
、
一
般
会
計
に

　

ま
ち
の
全
て
の
会
計
の
赤
字
額
と
黒
字

額
を
合
算
し
、
そ
の
ま
ち
の
全
体
の
赤
字

の
程
度
を
指
標
化
し
、
ま
ち
全
体
と
し
て

の
運
営
の
深
刻
度
を
示
す
の
が
「
連
結
実

質
赤
字
比
率
」
で
す
。

　

ま
ち
の
会
計
は
、
福
祉
や
教
育
な
ど
の

中
心
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
「
一
般

会
計
」
の
ほ
か
、
料
金
収
入
な
ど
特
定
の

収
入
を
主
な
財
源
と
し
て
行
政
サ
ー
ビ
ス

を
行
う
「
公
営
企
業
会
計
」
な
ど
複
数
の

会
計
に
分
か
れ
て
い
ま
す
が
、
ま
ち
全
体

と
し
て
は
「
一
つ
の
法
人
」
で
す
の
で
、

一
般
会
計
が
黒
字
で
あ
っ
て
も
他
の
会
計

に
多
く
の
赤
字
が
あ
れ
ば
、
そ
の
ま
ち
全

体
の
財
政
状
況
は
決
し
て
良
好
と
は
言
え

ま
せ
ん
。

　

借
入
金
の
返
済
額
及
び
こ
れ
に
準
ず
る

額
の
大
き
さ
を
指
標
化
し
、
資
金
繰
り
の

危
険
度
を
示
す
の
が「
実
質
公
債
費
比
率
」

で
す
。

　　

ま
ち
が
政
府
や
銀
行
か
ら
年
度
を
越
え

て
借
り
入
れ
る
長
期
の
借
金
を「
地
方
債
」

と
い
い
、
こ
の
元
金
及
び
利
息
の
支
払
い

を
「
公
債
費
」
と
い
い
ま
す
が
、
一
般
会

計
の
公
債
費
は
当
然
一
般
会
計
の
負
担
と

か
、
契
約
な
ど
に
よ
り
将
来
の
支
払
い
を

約
束
し
た
も
の
（
債
務
負
担
行
為
）、
公

営
企
業
会
計
の
地
方
債
の
う
ち
一
般
会
計

が
負
担
す
る
も
の
、
広
域
組
合
の
地
方
債

の
う
ち
、
そ
れ
ぞ
れ
の
ま
ち
の
一
般
会
計

が
負
担
す
べ
き
も
の
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

　

こ
う
し
た
将
来
見
込
ま
れ
る
全
て
の
負

担
を
含
め
、
現
時
点
で
想
定
さ
れ
る
将
来

の
負
担
額
を
標
準
財
政
規
模
と
比
較
し
て

指
標
化
す
る
も
の
で
、
こ
の
比
率
が
高
い

場
合
、
今
後
の
財
政
運
営
が
圧
迫
さ
れ
る

な
ど
の
問
題
が
生
じ
る
可
能
性
が
高
く
な

り
ま
す
。

★
平
成
28
年
度
に
お
け
る
将
来
負
担
比
率

　

は
、
将
来
負
担
額
に
対
し
て
控
除
で
き

　

る
基
金
の
額
や
地
方
債
残
高
に
係
る
地

　

方
交
付
税
措
置
額
の
合
計
が
大
き
い
た

　

め
マ
イ
ナ
ス
と
な
る
こ
と
か
ら
将
来
負

　

担
比
率
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
あ
え
て
算

　

出
す
れ
ば
黒
字
の
〝
69
・
１
％
〟
と
な
っ

　

て
い
ま
す
。

　
（
Ｈ
27
：
黒
字
の
55
・
１
％
）

　

ま
ち
の
一
般
会
計
の
地
方
債
や
将
来
支

払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
可
能
性
の
あ
る

負
担
な
ど
の
年
度
末
時
点
で
の
残
高
の
程

度
を
指
標
化
し
、
将
来
の
財
政
を
圧
迫
す

る
可
能
性
が
高
い
か
ど
う
か
を
示
す
の
が

「
将
来
負
担
比
率
」
で
す
。

　

ま
ち
の
一
般
会
計
が
将
来
支
払
っ
て
い

く
負
債
に
は
、
一
般
会
計
の
地
方
債
の
ほ

成
28
年
度
決
算
に
基
づ
く
各

公
営
企
業
会
計
の
資
金
不
足

比
率
は
、
算
定
の
結
果
、
実

質
的
な
資
金
不
足
額
が
生
じ
て
お
ら
ず
、

な
り
ま
す
が
、
こ
れ
以
外
に
公
債
費
に
準

じ
る
経
費
と
し
て
、
公
営
企
業
会
計
の
公

債
費
に
充
て
る
た
め
に
一
般
会
計
か
ら
繰

り
出
す
経
費
、
ま
た
、
ご
み
処
理
施
設
な

ど
、
近
隣
町
村
と
の
広
域
組
合
に
よ
り
実

施
す
る
事
業
の
地
方
債
に
対
し
て
、
そ
れ

ぞ
れ
の
ま
ち
の
一
般
会
計
が
負
担
す
る
経

費
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
公
債
費
に
準
じ
る
も
の
と

さ
れ
る
経
費
も
一
般
会
計
の
公
債
費
に
加

算
し
、
実
質
的
な
公
債
費
を
算
出
の
上
、

標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
比
率
の
３
ヵ
年

平
均
を
指
標
化
す
る
も
の
で
、
18
％
を
超

え
る
と
資
金
の
借
り
入
れ
を
す
る
た
め
に

国
の
許
可
が
必
要
と
な
り
、
25
％
を
超
え

る
と
単
独
事
業
に
係
る
資
金
の
借
り
入
れ

が
制
限
さ
れ
ま
す
。

★
平
成
28
年
度
に
お
け
る
実
質
公
債
費
比

　

率
は
〝
５
・
８
％
〟
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
（
Ｈ
27
：
６
・
３
％
）

の
資
金
不
足
分
を
差
し
引
い
て
資
金
不
足

額
を
算
出
し
、
事
業
規
模
で
あ
る
料
金
収

入
の
規
模
と
比
較
し
て
指
標
化
す
る
も
の

で
、
こ
の
比
率
が
高
く
な
る
ほ
ど
料
金
収

入
な
ど
で
資
金
不
足
を
解
消
す
る
こ
と
が

困
難
に
な
る
こ
と
か
ら
、
公
営
企
業
と
し

て
経
営
に
問
題
が
あ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

☆
平
成
28
年
度
に
お
け
る
資
金
不
足
比
率

　

は
、
資
金
不
足
が
生
じ
た
公
営
企
業
会

　

計
が
な
い
た
め
該
当
あ
り
ま
せ
ん
。

経
営
健
全
化
基
準
を
下
回
る
結
果
と
な
り

ま
し
た
。【
表
２
】

　

資
金
不
足
比
率
が
経
営
健
全
化
基
準

（
20
％
）
を
超
え
た
場
合
に
は
、「
経
営
健

全
化
計
画
」
を
策
定
し
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。

　

公
営
企
業
は
、
全
て
の
住
民
が
同
じ
量

の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
ら
れ
る
事
業
と
は
別

に
、
特
定
の
方
が
受
け
ら
れ
る
行
政
サ
ー

ビ
ス
と
し
て
、
そ
の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る

方
が
費
用
を
負
担
す
る
こ
と
が
公
平
と
さ

れ
て
い
る
事
業
を
指
し
ま
す
が
、
本
町
で

は
「
簡
易
水
道
特
別
会
計
」
と
「
公
共
下

水
道
特
別
会
計
」
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

公
営
企
業
会
計
の
資
金
不
足
を
公
営
企

業
の
事
業
規
模
で
あ
る
料
金
収
入
の
規
模

と
比
較
し
て
指
標
化
し
、
経
営
状
況
の
深

刻
度
を
示
す
の
が「
資
金
不
足
比
率
」で
す
。

　　

公
営
企
業
会
計
の
資
金
不
足
額
を
計
算

す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
例
え
ば
、
施
設
の

耐
用
年
数
は
、
施
設
整
備
の
た
め
に
借
り

入
れ
た
地
方
債
の
償
還
期
間
よ
り
長
い
た

め
、
当
初
は
資
金
不
足
で
も
地
方
債
の
償

還
が
終
わ
っ
た
後
は
解
消
さ
れ
る
場
合
が

あ
る
こ
と
や
、
下
水
道
事
業
で
は
、
各
家

庭
に
下
水
道
が
整
備
さ
れ
る
前
に
処
理
施

設
を
建
設
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
予
定

し
て
い
た
下
水
道
料
金
が
納
め
ら
れ
る
ま

で
は
資
金
不
足
と
な
る
も
の
の
、
後
の
料

金
収
入
で
解
消
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
、
将
来
の
料
金
収
入
な
ど

で
解
消
さ
れ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
範
囲

指標名 平成 28 年度
決算

早期健全化
基準

財政再生
基準

❶実質赤字比率 ― 15.0% 20.0%
❷連結実質赤字比率 ― 20.0％ 30.0%
❸実質公債費比率 5.8% 25.0％ 35.0%
❹将来負担比率 ― 350.0％ 基準なし
※比率がない場合は「－」と記載しています。

【表１：健全化判断比率】

特別会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準
簡易水道特別会計 ― 20.0%
公共下水道特別会計 ― 20.0%
※『歳入－歳出』が黒字となり、資金不足が生じていないため、
　「―」としています

【表２：資金不足比率】


